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本研究では C.S.Fischerの下位文化理論にもとづき、都市度(居住地の都市
規模)ならびに親族ネットワークによる家族意識・夫婦関係への影響を探るも
のである。分析では、家族意識として役割規範志向と愛情優先志向の2点を、
また夫婦関係については夫婦同伴度、夫婦親密度、夫婦満足度の3点を従属変
数とした。
具体的な分析手順として、1)都市度および属性と家族意識・夫婦関係の関連
を確認し、また一方で 2)親族ネットワークと家族意識・夫婦関係の関連の確
認。そして最後に 3)都市度、属性、親族ネットワークのすべてを一括投入し
た重回帰分析により相互の変数の影響力をコントロールした上で、それぞれの
変数が持つ家族意識・夫婦関係への説明力を確認した。
その結果、 1)都市度(都市規模)については、都市規模が大きくなるほど役
割規範から解放され、他方で愛情優先志向が強くなるという興味深い結果を得
られた。一方夫婦関係については都市規模の説明力はほとんど確認できなかっ
た。 2)親族ネットワークの説明力は全般的に家族意識・夫婦関係ともに大きい
とは言えなかった。 3)その最大の理由としては、本研究のネットワーク変数が
親族ネットワークに限られていたことによると推察される。4)ただその一方で、
親族内部での微妙な説明力の差違も確認されたことから、下位文化理論あるい
はパーソナル・ネットワーク研究がこれまでひとくくりにしがちで、あった親族
ネットワーク内部の相互異質な性格を読みとる必要性が見いだせた。
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1 .問題関心

本研究は、近年の都市社会学に新たな分析視角を提示しつつある C.S.Fischerならびに

松本康による「下位文化理論」に依拠・援用しつつ、都市度の増加にともなうパーソナル

.ネットワークの構造と家族意識ならびに夫婦関係との関連を実証しようとするものであ

る (C.S.Fischer:1975，1976，1982，松本:1992a， 1992b， 1995)。そこで本研究が依拠する下位文化

理論について若干の説明を述べておきたい。

「下位文化理論」とは「なぜ都市は常に新しいもの(非通念性)を生み出すのかJとい

う都市効果論を説明する際に、パーソナル・ネットワーク論を援用する理論構成を持つ。

その枠組みを図式的にあらわすと、<都市(都市度)→パーソナル・ネットワークの構造

変容→非通念的価値観>というものである。つまり、日常的に接触可能な人口量が多い都

市的環境は、多様な個人間での接触機会を増幅させ、人々に関係形成のための豊富な選択
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肢の中からパーソナル・ネットワークを形成することを可能にする。その結果、都市では

親族・近隣関係という血縁・地縁にもとづいた選択不可能な社会関係を減少させ、そこに

培われる伝統的価値観を脱色してゆく。その反面、個人の選好に従って選択される友人関

係を<同類結合の原理>(C.S.Fischer: 1977)に則して形成し、共通の関心・趣味・噌好・政

治的意識を共有する社会的世界を生み出すことにより、都市には下位文化が生成すると考

えられる。言い換えれば、都市的環境が人々の保有する親族・近隣・同僚・友人などのパ

ーソナル・ネットワーク間のバランスを変えることによって、伝統的価値規範からの解放

と非通念的規範や下位文化の生成が説明される。これが下位文化理論の骨子である。

これまでの実証研究の成果では、<都市度(都市規模)→パーソナル・ネットワークの

構造変容>の関係について、すでにいくつかの研究成果が報告されており、都市度とパー

ソナル・ネットワークの構造との聞に関連性があることが実証されてきている

(C.S.Fischer: 1982、松本:1992c， 1994、立山:1997，1999Y九

しかしながら下位文化理論の検証には、<都市度→非通念的価値観>、あるいは<パー

ソナル・ネットワーク→非通念的価値観>の関連が分析課題として残されている。ここで

下位文化理論における非通念性の内容は敢えて特定されていない。これは非通念性があら

ゆる通念に対して生まれるものであるために、敢えて内容自由のままにのこされているか

らである。

本研究では非通念的価値観の分析対象として家族意識ならびに夫婦関係のあり方に着目

する。いわゆる伝統家族意識・夫婦関係から解放された新たな家族意識や夫婦関係が存在

するならば、それを家族意識・夫婦関係における非通念的価値観や態度ととらえ、都市度

やネットワークが家族意識や夫婦関係に対してどういった説明力を持つのか、下位文化理

論の分析枠組みに従って研究することを試みてみたい。

こうした分析課題は、今日「個人化」あるいは「多様化」していると言われて久しい、

現代日本の家族像の変容を考察するうえでも有効な視点と思われ、また「家族」を自明の

ものとしてとらえるのではなく、パーソナルなネットワークのなかで「家族Jがどのよう

に位置づけられるのかを相対化する作業と言える。

下位文化理論および先行研究結果の分析図式を踏襲するならば、以下の 3つの分析課題

が確認される必要があるだろう。第一に、都市度(都市規模)は家族意識ならびに夫婦関

係における非通念的価値観や態度を促進するのか、そして第二に、パーソナル・ネットワ

ークの構造は人々の価値観に影響力を持つのか、そしてもしそうだとすれば、どのネット

ワークが通念的価値観を促進し、またどのネットワークが非通念的価値観を促進するのか。

そして第三に都市度は、属性やネットワーク変数をコントロールしても尚、非通念的価値

観を促進する効果を持っと言えるのか。以上の 3点が本研究で確認されるべき分析課題と

なる。
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2. 分析手順

( 1 )使用するデータ

本研究で使用するデータは日本家族社会学会全国家族調査研究会によって実施された

「家族についての全国調査 (NationalFamily Research 1998) Jのデータである。標本の抽

出方法は 1998年 10月時点で全国の市町村に居住する 28歳以上77歳以下の男女を

対象とした、層化2段無作為抽出法によるものである。調査地点は535地点。標本数は

10，500票であった。このうち回収されたのは6985票で、回収率は66.52%

であった。本研究ではこのうち、 28歳から 57歳までの男女、 4531人を分析対象と

する。

(2 )分析手順

つぎに分析手順で、あるが、以下の手順の通りである。まず第一に、従属変数とする家族

意識と夫婦関係のそれぞれを設定する。このうち家族意識については、家族意識を問う質

問項目への回答を因子分析にかけることによって抽出する作業を行う。(表1)

第二に、都市度および属性と家族意識・夫婦関係との関連を確認するために、都市度と

属性を独立変数、家族意識と夫婦関係を従属変数とした一元配置分散分析を行う。(表2)

第三に、親族ネットワークと家族意識・夫婦関係との関連を確認するために、親族ネッ

トワークを独立変数、家族意識と夫婦関係を従属変数とした相関関係を確認する。(表3)

ただしその際、親族ネットワークのあり方を、関係量モデ、ル、接触頻度モデ、ル、空間分布

モデルの 3つのモデ、ル別に検討してゆく。

第四に、都市度・属性・親族ネットワークのすべてを一括投入した重回帰分析を行うこ

とにより、相互の影響を取り除いたうえで家族意識ならびに夫婦関係のあり方に影響力を

与える変数を判別してゆく。その際男性票、女性票に分けて検討を進める。(表5""'表8)

(3 )使用する変数

次に使用する変数であるが、都市度(都市規模)1こついては各調査地点の人口規模から、 1)

1 3大都市、 2)人口 10万以上の都市、 3)人口 10万未満の都市、 4)町村の4段階に分類

した。ほかに属性変数として、性別、年齢、職業、学歴を使用した。

親族ネットワークに関する変数として使用できる変数は、実父、実母、義父、義母、き

ょうだい、子どもに関するものであるが、これらの変数設定については各モデ、ル別に説明

しよう。まず関係量モデルの場合、各々の親族ネットワークの実数値を採用する。つぎに

接触頻度モデルの場合、「この 1年間に、この方と話らしい話しをどのくらいしましたか

(電話も含む)Jという質問への回答から、接触頻度を数値化した。最後に空間分布モデ

ルの場合だ、が、「この方はどこに住んでいますか?J という質問への回答から、居住地の

遠近を数値化する手続きをした。

3. 分析
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( 1 )家族意識と夫婦関係変数

分析に先立ち、従属変数となる家族意識と夫婦関係の変数について整理する。まず家族

意識についてだが、質問票のなかで用意されたもののうち、家族生活に関する質問7聞の

回答を主成分分析(固有値1.0以上、パリマックス回転)にかけた。その結果、 2つの家

族意識を抽出することができた。表1はその結果である。

これによると第一の因子にあたるものは、いずれも従来から言われる家族内での役割を

問う質問から構成されていることから、第一因子を役割規範志向とした。

そして第二の因子にあたるものは、いずれも愛情の有無を問う質問から構成されている

ことから、第二因子を愛情優先志向としよう。以上の二つの因子、すなわち役割規範志向

と愛情優先志向を以下の分析では家族意識項目とし、それぞれの因子得点を以下の分析で

用いてゆく。

次に夫婦関係変数についてだが、用意された質問票のうちで夫婦関係に関連する質問文

から、 3種類の内容を確認できた。第一に夫婦同伴度。これは普段配偶者との間で「いっ

しょに夕食をとることJrいっしょに買い物やショッピングに行くこと」についてそれぞ

れ6段階で頻度をたずねたものである。分析では頻度の高い順に6点から 1点を与えて、

2つの質問への回答を加算したものを、夫婦同伴度の得点として使用する。

第二の夫婦関係変数は夫婦親密度である。これには「配偶者は、私の心配事や悩み事を

聞いてくれるJr配偶者は、私の能力や努力を高く評価してくれるJr配偶者は、私に助

言やアドバイスをしてくれる」の 3つの質問に対して「あてはまる」から「あてはまらな

い」まで4件法で回答するものである。分析では「あてはまるj から「あてはまらないJ

まで4点から 1点を配点し、 3つの質問への回答を加算したものを、夫婦親密度の得点、と

して使用する。
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第三の夫婦関係変数は夫婦満足度である。用意された質問表のうち、家族生活と夫婦生

活の満足度をたずねた質問項目のうちから、夫婦関係(配偶者)についてだけたずねたも

のを選んだ。その結果「配偶者の家事への取り組みについてJr配偶者の育児や子供のと

の関わりについてJr性生活について」の 3つの質問に対し、それぞれ「かなり満足j か

ら「かなり不満」までの4件法に4点から 1点を配点して、 3つの質問への回答を加算し

たものを、夫婦満足度として分析に使用した。

以上、家族意識の役割規範志向、愛情優先志向、そして夫婦関係の夫婦同伴度、夫婦親

密度、夫婦満足度の 5つを従属変数として以下の分析を進めてゆく。

(2 )都市度、属性と家族意識・夫婦関係

ここでは都市度および各属性変数(性別、年齢、本人学歴、本人職業)が家族意識・夫

婦関係とどれだけ関連するのか検討するために、一元配置分散分析をおこなった。表2は

その結果である。

表2:属性と2R族意識・夫婦関係(一元配置分散分析)
家蹟意識 夫婦関係

役割規範 愛情優先 同伴度 親密度 満足度

都市度 * *** n.8. n.8. n.8. 

性別 *** *** *本 本本本 *** 
年齢 * *** 本** n.8. n.8. 
本人学歴 *** *** * *** *本本

本人職業 *** ** *** *** *** 
注)記号本=pく0.05、林=pく0.01、林*=pく0.001を示す。

これによるとまず都市度の場合、家族意識の二つには有意な関連性が認められるが、夫

婦関係にはいずれも有意差が認められなかった。特に愛情優先志向の方では、都市度(都

市規模)が大きいほどその志向が強くなり、都市度が低くなるにしたがって志向も弱まる

という正の相関関係が顕著に確認できた。

性別の変数は家族意識、夫婦関係のいずれの項目についても、非常に高い有意差を示し

ていた。具体的には役割規範も愛情優先のいずれにおいても女性より男性のほうが、それ

ぞれの志向が強いということが読みとれた。また夫婦関係についてだが、夫婦同伴度、夫

婦親密度、夫婦満足度のいずれにおいても女性よりも男性の方が、いずれの得点について

も高いという傾向が読みとれた。

次に年齢についてだが、家族意識の2項目と夫婦関係については夫婦同伴度のみ、有意

差が確認、できた。まず家族意識についてだが、役割規範についてはあまりはっきりした傾

向が読みとれず、 40歳以上の人々に役割規範が弱いのが特徴である。一方愛情優先志向

に関しては、高齢層になればなるほど、この意識が弱し、という負の相関関係にあることが

読みとれた。夫婦同伴度については、これも鮮明な傾向は読みとりにくいものの、やはり
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ここでも 40歳以上の人々に同伴度が低くなる傾向が顕著に見られた。

次に本人学歴との関連を見てみよう。すると家族意識・夫婦関係のいずれの項目におい

ても、本人学歴との聞に有意差が確認できた。これらを詳細に検討してゆくと、まず役割

意識の場合、学歴/1慎に一貫した傾向を読みとることはできず、義務教育と大卒で強い役割

規範が、そして高校卒と短大・専門学校卒で、弱い役割規範で、あった。一方愛情優先志向に

ついては学歴順に一貫した傾向があり、高学歴者ほど愛情優先志向が強く、低学歴者ほど

その志向が弱いという正の相関関係にある。では夫婦関係に関する傾向についてはどうだ

ろう。ここでは3つの夫婦関係のいずれにおいても、学歴順との相関関係が読みとれた。

まず夫婦同伴度の場合、低学歴者ほど同伴度が高く、負の相関関係にある。夫婦親密度や

夫婦満足度については高学歴者ほど高いという正の相関関係にある。

では最後に本人職業との関係を確認しよう。表2からは本人職業もいずれの項目とも有

意差を示していることがわかる。では詳細を確認しよう。本人職業の専門管理職、事務・

営業職、販売・サービス職、労務・農林漁業職、無職・専業主婦のうち役割規範施行との

関連で特徴的であるのは、労務・農林漁業職の者が他と比べて役割規範が強いことである。

また愛情優先志向については、やはりこの労務・農林漁業職の他に、無職・専業主婦の者

が愛情優先志向が弱いことが特徴的で、あった。続けて夫婦関係についてだ、が、まず夫婦同

伴度について平均より高いものは、ここでも労務・農林漁業職と無職・専業主婦であった。

次に夫婦親密度について平均より高いものは、唯一管理・専門職者だけであった。最後に

夫婦満足度について平均より高いものは、管理・専門職者と事務・営業職者、そして労務

・農林漁業者で、あった。

(3 )親族ネットワークと家族意識・夫婦関係

ここでは親族ネットワークのあり方を3つのモデル別(関係量モデ、ル、接触頻度モデ、ノレ、

空間分布モデル)に設定し、それぞれ家族意識と夫婦関係との相関関係を検討してゆく。

表3はそれをまとめたものである。

まず最初に関係量モデルの検討からすすめよう。実父、実母、義父、義母の傾向だが、

愛情優先志向とこれら 4つのネットワークの関係量(有無)との聞に、いずれも正相闘が

確認できる。しかしそれ以外に有意な相関関係は限られており、実母と義母の関係量が夫

婦同伴度と負の相関、また義父の関係量が夫婦親密度、夫婦満足度と弱いながらも正の相

関にある程度である。

一方健在きょうだいと健在子どもの関係量は一様に(有意差のある場合)いずれの場合

とも負の相関である。

接触頻度モデ、ルから検討した場合、実父、実母との接触頻度は役割規範、夫婦同伴度、

夫婦親密度、夫婦満足度を高める。夫婦同伴度や夫婦親密度については、義父、義母との

接触頻度も同様の傾向がある。つまり実であれ、義理であれ、親との接触頻度が頻繁であ

る者ほど夫婦関係の密度が高いと言えそうだ。他にきょうだい(年長)、子ども(長子)
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司司.-園 町 ・ ， 司圃・'J可・1M'、，‘面、... 司同.，、，・冒，.・-，."'.、
家族意識 夫婦関係

役割規範愛情優先 同伴度 親密度 満足度
ネットワーク(関係量)

実父 n.8. .156や帥 n.8. n.8. n.8. 

実母 n.8. .111*林 一.035* n.8. n.8. 

義父 n.5. .162*林 n.5. .033* .045本
義母 n.5. .128*林 一.036本 n.8. n.8. 

健在きょうだい 自 .041* 一.131*紳 n.8. 一.045林 ー.040*
健在子供 n.8. 一.103*紳 ー.103*林 一.085本林 n.5. 

ネットワーク(担i触頻度)
実父 .111 *林 n.8. .101*林 .073*林 .066** 
実母 .073本林 n.5. .075*林 .054林 n.5. 

義父 n.5. n.5. .092*林 .076本林 n.8. 

義母 n.5. 一.045* .059林 .050林 ー.046*
きょうだい(年長) n.5. n.5. .050林 n.5. 一.048紳
子ども(長子) n.5. .093*林 .091本料 .059本林 n.8. 

ネットワーク(空間分布)
実父 .106や榊 ー.061林 .050* n.8. .071林
実母 .119本林 -.042* n.8. n.8. .096*林
義父 一.051本 n.5. n.5. n.8. ー.089*林
義母 n.8. 一.051林 n.8. n.8. ー.081*林
子ども(長子) n.5. .126*林 n.8. n.5. n.8. 

注)表中の数値はピアソンの相関係数。
*:pく0.05，林:pく0.01，林本:pく0.001の危険率で有意であることを示す。

との接触頻度との関連でも正の相関がいくつか確認できる。この段階ではすくなくとも親

族ネットワークとの接触頻度は家族意識や夫婦関係を促進するかのように見える。

最後に親族ネットワークの空間分布モデ、ルについて検討してゆこうべここで興味深い

のは実父、実母の傾向と義父、義母の傾向の違いである。まず役割規範については実父・

実母の空間分布は彼らが近くに居住している場合、役割規範が強い(あるいは役割規範が

強いから親子が近距離に居住する)傾向にある。この点有意差が認められるのは義父だけ

だが、実父、実母の傾向と方向が逆になっている。一方実父と実母の近距離居住は、愛情

優先志向を減少させている。これについては有意差の確認できる義母の傾向から判断する

かぎり、義母の空間分布との関係も実親との傾向と変わりない。親が近距離居住であれば

あるほど、子どもの愛情優先志向は減退するようだ。だが、夫婦満足度に目を転じてみる

と、また実の親、義理の親の傾向は正反対になる。実父、実母の近距離居住は子どもの夫

婦満足度を促進する。(おそらく親からの様々なサポート資源が夫婦生活のリスクを低減

させるのだろう)だが、義父、義母の近距離居住は夫婦満足度を減少させるのだ。役割規

範志向と夫婦関係の満足度に対して、実の父母と義理の父母の空間分布は正反対の関係に

あると整理できるだろう。

ここまでの時点では親族ネットワークと家族意識・夫婦関係の単相関を確認したにすぎ

ない。すでに前述の分析の通り、家族意識や夫婦関係はかなり属性との聞に関連性があり、

また親族ネットワークのあり方も属性との関連を強く示している向。次節ではこれら属性
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の影響力をコントロールした上で都市度、親族ネットワークのもつ家族意識や夫婦関係へ

の影響力を確認してゆこう。

(4 )都市度、属性、ネットワークと家族意識・夫婦関係

ここでは都市度、属性、ネットワークの各変数の影響力をコントロールしながら、個々

の変数の持つ家族意識・夫婦関係への説明力を確認してゆこう。分析に先立ち、本節で使

用する変数は表4の通りである。職業変数については性別ごとにその意味合いが大きく異

なることが考えられ、また以下の重回帰分析に適した変数設定をする都合上から、男性の

場合にはホワイトカラー職を 1、その他の職業をOと設定した。

.. -司......， -.・'唱F司
<都市度変数>
都市規模 町村=1

10万未満都市=2
10万以上都市=3
13大都市=4

<属性変数>
年齢 40歳未満=1

40歳以上=2
50歳以上=3

本人職業(男性) その他=0
ホワイトカラー職=1

本人職業(女性) 無職=0
有職=1

学歴 義務教育=1
寓校=2
短大・専門学校=3
大卒=4

<ネットワーク変数>

(関係量モデル)
実父 実数(0/1)
実母 11 

義父 11 

義母 11 

健在きょうだい数 実数(0以上)
健在こども数 11 

(接触頻度モデル)
実父、実母、義父 なし=1
義母、年長きょうだい年に数回=2
長子いずれも 月に数回=3

週に数回=4
毎日=5

(空間分布モデル)
実父、実母、義父 片道3時間以上=1
義母、長子いずれも片道3時間以内=2

片道1時間未満=3
徒歩圏内=4
閉じ敷地=5
同居=6
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また女性の場合には有職を 1

無職(専業主婦)をOと設定

した。それ以外の変数につい

ては、これまでの分析で用い

た設定と変わりない。職業変

数を性別に設定したため、以

下の分析では性別ごとに家族

意識・夫婦関係を従属変数と

した4通りの分析結果を検討

してゆく。

表5は男性票のみを対象とし

て家族意識を従属変数とした

分析結果である。ここではロ

ーマ数字の Iがパーソナル・

ネットワークの関係量モデ

ル、 Hが接触頻度モデル、 E

が空間分布モデルになってい

る。全体的に男性の家族意識

に対して説明力があると有意

差をもって判断されるものは

少ない。モデル自体の説明力

については、役割規範志向の

場合はEの接触頻度モデル、

愛情優先志向の場合は関係量

モデ、ノレに有意差が確認できる。

では詳細に検討しよう。

まず役割規範施行の場合、



他の変数をコントロールしても実父と義父との接触頻度が多い者ほど役割規範が強くなる

という傾向にあるが、他に説明力のある変数は認められない。一方愛情優先志向の場合、

まず都市規模に有意差が確認できた。他にはパーソナル・ネットワークの関係量変数には

一切説明力のあるものは認められず、属性変数の年齢に有意差が確認できる。これを言い

換えれば、居住地の都市規模が大きいほど、かっ年齢が若いほど愛情優先志向が強くなる

と言えるだろう。

では同じ家族意識に対して、女性の反応はどうだろうか。まずモデ、ル自体の説明力を確

認すると、役割規範については関係量モデ、ルが、そして愛情優先志向についてはすべての

モデ、/レに有意な説明力が確認されたが、その中でも最も関係量モデルの説明力が適合的な

ようである。では詳細を検討してゆこう。役割規範について有意な説明力を持った変数は

.037 
-.023 
.017 
.007 
-.018 
.031 
.040 
一.087林

注1)1は関係量モデル、 Eは接触頻度モデル、 E
注2)各独立変数の値は、標準化偏回帰係数を示す。
注3)記号は林*=pくO.OOl，**=pくO.Ol，*=pく0.05を示す。
注4)男性票のみの場合、職業はホワイトカラー職=1，その他=0。
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関係量モデ、ルのなかでは都市規模と属性変数の職業と最終学歴で、あった。つまり居住地の

都市規模が小さければ小さいほど(言い換えれば村落的であるほど)、また専業主婦であ

るほど、本人学歴が低い者ほど、役割規範は強くなる。だが、このモデルの中ではネット

ワーク変数について有意な説明力をもつものは確認できなかった。

次に愛情優先志向についてだが、まず最もモデルとしての説明力が高かった関係量モデ

ルについて見てみよう。ここでも有意な説明力の確認された変数に都市規模がある。他に

属性変数の職業、年齢、ネットワーク関係量変数の義父の有無、健在子ども数があげられ

る。言い換えれば、居住地の都市規模が大きければ大きいほど(都市的であるほど)、年

齢が若いほど、有職者ほど、また義父が生存している一方で健在子ども数が少ないほど愛

情優先志向が強くなると言える。

.005 
-.133*林
一.073本*
.004 
-.043 
-.028 
-.021 
-.045 
.045 

Iは関係量モデル、 Eは接触頻度モデル、 E
注2)各独立変数の値は、標準化偏回帰係数を示す。
注3)記号は林*=pく0.001.*紅 pくO.Ol.*=pく0.05を示す。
注4)女性票のみの場合、職業は有職=1.無職=0。
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ここまでを振り返って、男性票・女性票のそれぞれの家族意識のあり方を整理すると、

役割規範については女性票のみで都市規模が負の相関関係を示したのに対し、愛情優先に

つしては男女ともに都市規模が正の相関関係を示した。つまり、都市規模の増大は人々を

役割規範から解放して、その一方で愛情優先志向を強めるのである。しかしここでネット

ワーク変数については3つのモデルのうち、強いて言えば、関係量モデルが最も適合的で

あるものの、男性票・女性票ともに限られた範囲での説明であると言えよう。

ではこれにつづいて表7、表8から夫婦関係について検討を進めてゆこう。まず夫婦同

伴度について表 7の男性票から確認すると、モデルとして有意な説明力を判断できるのは

Iの関係量モデルと Hの接触頻度モデ、ルで、あった。しかし有意な説明力を持っと判断でき

る変数に都市規模は該当しない。むしろ属性変数やネットワーク変数に多くの説明力が確

認できるようだ。一方、女性票の場合、モデルとして有意な説明力が認められるのは3つ

のモデ、ルのすべてにあたる。このうち都市規模の説明力が認められたのは、 Iの関係量モ

デルとEの空間分布モデ、ルで、いずれの場合も都市規模と夫婦同伴度との聞には負の相関

関係がある。つまり、居住地の都市規模が小さいほど(村落的であるほど)、夫婦の同伴

度は増す傾向にあると言える。一方夫婦同伴度に対するネットワーク変数の効果に注目す

ると、男性は関係量モデ、ルの場合、実母や義父が存命でないほうが、また子どもの数が少

ないほうが、夫婦同伴度が増える。親や子の存在は夫婦同伴には支障になるようだ。一方、

接触頻度モデ、ルで、は子ども(長子)との接触が夫婦同伴と正の関係にある。関係量モデ、ル

の場合と接触頻度モデ、ルの場合で、は子どもの意味合いが全く正反対になるのは興味深い

が、その解釈は現段階では不明である。

女性票についてみると、やはり男性票の場合と同様にここでも関係量モデ、ルのなかで健

在子どもの数が少ない方が、夫婦同伴度が増すという傾向が読みとれる。また他に女性票

の場合、義母が存命でない方が夫婦同伴が増すようだ。男性票の場合にも読みとれたよう

に親ネットワークと子どもネットワークは関係量の点では夫婦同伴度には支障になるよう

だ。女性票のばあい、他に空間分布モデ、ルについて、こども(長子)ネットワークと正の

相関関係にあるが、他には有意な説明力をもっ変数は確認、できなかった。

で、はつぎ、に夫婦親密度について検討しよう。表7の男性票の場合、モデ、ルとして有意と

判断されたものは Iの関係量モデ、ルと Eの接触頻度モデ、ルであった。このうち都市規模の

説明力で有意なものはHの接触頻度モデルのほうである。つまり接触頻度モデルにかぎ、れ

ば、居住地の都市規模が大きければ大きいほど、夫婦の聞の親密度が増すということが言

える。一方女性票を確認するとモデ、ルとして有意なものは Iの関係量モデ、ルのみで、あった。

また都市規模の効果についても有意な説明力は確認できなかった。

ではそれぞれ有意と判断されたモデ、ルのうち、ネットワーク変数の効果についてはどん

な傾向が読みとれるだろうか。まず男性票の場合、関係量モデ、ルについては実父、義父が

存命せず、また健在子ども数が少ないほうが、夫婦親密度が高いことがわかる。また接触

頻度モデルの場合には、実父そして子ども(長子)との接触頻度が多いほど夫婦親密度が
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関|実母数
係|義父数
量|義母数
健在きょうだい数

注1)1は関係量モデル、 Eは接触頻度モデル、 Eは空間
注2)各独立変数の値は、標準化偏回帰係数を示す。
注3)記号は林*=pく0.001，*紅pくO.Ol，*=pく0.05を示す。
注4)男性票のみの場合、職業はホワイトカラー職=1，その他=0。



一.048*
一.022
.000 
-.032 
.017 

ル、 Eは接触頻度モデル、 E
注2)各独立変数の値は、標準化偏回帰係数を示す。
注3)配号は林*=pく0.001，**=pく0.01，*=pく0.05を示す。
注4)女性票のみの場合、職業は有臓=1，無職=0。



高まると言える。関係量については親・子どもネットワークが負の相関なのに対して、接

触頻度モデルでは正の相関関係が夫婦親密度への効果として表れている。

一方の女性票の場合だと、義父が存命し健在子ども数が少ないほうが夫婦聞の親密度が

高まるようだ。この点、夫婦親密度に対する親ネットワークの関係量の効果は男性票と女

性票とでは一貫した傾向ではないが、子ども数については負の相関関係である点で一致し

ている。

最後に夫婦満足度の検討にうつろう。まずモデ、ルとして有意差の確認できるものは男性

票の場合、 Iの関係量モデ、ルと Hの接触頻度モデ、ルで、ある。だが、いずれの場合にも都市

規模が与える説明力は有意なものではなかった。一方女性票の場合だが、ここでもモデル

として有意な説明力を確認できたのは、 Iの関係量モデ、ルで、他のふたつのモデルは有意

差が確認できなかった。また関係量モデルにおいて都市規模の説明力は有意なものではな

かった。ではそれぞれについてネットワーク変数の効果を確認しよう。

まず男性票の関係量モデルの場合だが、ここでは一切有意なネットワーク変数の効果が

認められなかった。一方、接触頻度モデ、ルの場合には、まずきょうだい(年長)との接触

頻度と負の相関関係に、また子ども(長子)の接触頻度とは正の相関関係にある。言い換

えれば、きょうだいネットワークとの連絡が密であると夫婦満足度は低下し、一方子ども

ネットワークとの接触は夫婦満足度を増大させるということになる。

女性票の場合には有意な説明力をもっネットワーク変数は、まったくなかった。

4. 考察

以上、都市規模、属性変数、ネットワーク変数のもつ家族意識および夫婦関係への効果

を確認してきたが、上記までの分析結果をまとめると以下のようになるだろう。

まず第一に都市規模の効果についてだが、家族意識への居住地の都市規模の効果は、都

市規模の増大が役割規範から解放し、愛情優先志向を促進するという結果が得られた。こ

うした家族意識への都市規模の効果は下位文化理論で想定された仮説、すなわち都市規模

の増大が通念的価値観から非通念的価値観へと人々の意識を向けるというものと一致する

ものだろう。だが、一方夫婦関係については都市規模の説明力はほとんど確認できなかっ

た。これについては後述することにしたい。

第二に属性の効果についてだが、本研究で取り上げた属性(年齢、職業、最終学歴)は

多くの場合に有意な説明力を発揮していた。こうした属性が家族意識や夫婦関係にもたら

す効果は大きいと言えるだろう。

第三にネットワーク変数の効果についてだが、全般的にネットワーク変数の説明力は家

族意識に対しても、また夫婦関係に対しでも大きいとは言えなかった。下位文化理論にお

いては、ネットワークの保有の仕方が人々の意識や態度に対して影響力を持つとされてい

るだけに、本研究の分析結果はそれに対して消極的な結果と言える。ネットワーク変数が
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家族意識や夫婦関係にそれほど説明力をもたなかった最大の理由は、今回の分析で扱うネ

ットワーク変数が親族ネットワークに限られていたことによるだろう。本来、下位文化理

論では、都市規模の増大にともなうパーソナル・ネットワーク中の構成が、親族・近隣ネ

ットワーク中心のものから友人ネットワーク中心へと変化することが人々の価値観・意識

・態度を通念的なものから非通念的なものへと解放してゆくと仮説化されている。そうし

た仮説に対して今回のネットワーク変数に友人ネットワークの変数設定が盛り込まれてい

なかったことは、親族ネットワークの独自な効果を確認する上でも、手痛い不足だ、ったと

言えるだろう。その意味では友人ネットワーク、さらには近隣ネットワークを欠いた本分

析のモデル設定自体に限界が含まれていたと考えるべきだろう。こうしたモデル設定自体

への反省については、先にもふれた従属変数としての夫婦関係についても言える。そもそ

も下位文化理論では都市規模増大による価値観、意識、態度の変化を説明する枠組みであ

るが、本研究で試みられた夫婦関係の変数(夫婦同伴度、夫婦親密度、夫婦満足度)は、

夫婦関係に対する態度を計量する面もあれば、関係性そのものを計量する面も含んでいる

だろう。その点では、やはり夫婦関係の諸変数が下位文化理論検証に適した従属変数とし

て妥当で、あったかどうか疑問が残される。

とは言え、実父や義父との接触頻度増大が役割規範を促進する(男性票)点や親ネット

ワークや子どもネットワークが夫婦の同伴度を低下させるなど、親族宇ットワーク各々の

あり方が人々の意識や態度に興味深い影響を与えていることが示唆された。今回の分析結

果は、変数設定やモテ、ル設定の点で、多くの問題を含みながらも、とかく下位文化理論研究

あるいはパーソナル・ネットワーク研究がひとくくりに整理しがちな親族ネットワークの

内部に微妙な差異があることが示唆されるだろう。

注

I)Fischerの実証研究では、都市度は親族ネットワーク数を、また保有するネットワーク全

体中の近隣比率を減少させていた。一方、友人ネットワークについてはサンプルをコン

トロールした上で、都市度が友人ネットワーク数を減少させていることが明らかにされ

た。 (Fischer:1982)これに対して松本や立山による日本での実証研究からは、下位文化理

論の仮説にいくつかの修正点や補足点を提示している(松本:1992c， 1994、立山:1997，1999) 

2)ただし空間分布については調査票の設計の都合上、きょうだいの空間分布がふくまれて

いない。

3)各属性とネットワークとの関連は別表に示された通りである。
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